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１ 介護現場における生産性向上に向けた取組の状況（令和７年度）

＜中間報告＞
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１（１）「介護現場の勤務環境改善支援事業」の事業体系

①

②

① 介護生産性向上推進総合事業 19,399千円
② 介護ロボット等導入支援事業 190,035千円

R7年度予算

介護現場における

生産性向上や人材

確保の取組を推進

介護現場における

生産性向上や人材

確保の取組を推進

介護現場
革新会議

センター取組方針等の協議

介護サービス事業所等
介護ロボット等の
導入経費に対する

支援

介護テクノロジー（介護ロボッ
ト・ICT）の導入補助

県

くまもと介護テクノロジー・
業務改善サポートセンター

くまもと介護テクノロジー・
業務改善サポートセンター

他の機関
との連携

研修 有識者派遣相談

試用貸出 機器展示

支援・情報提供相 談

連 携 開催支援

方針提示

補 助

熊本県福祉人材・
研修センター

ハローワーク

好事例の
創出と横展開

熊本県
よろず支援拠点

■ 経営支援

■ 人材確保の支援

・
・
・

委託
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１（２）「介護現場の勤務環境改善支援事業」の取組状況（①ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ）

①「くまもと介護テクノロジー・業務改善サポートセンター」

介護現場における生産性向上の取組を支援するため、介護テクノロジーの導入・活用や業務改善、

人材確保に関する相談等にワンストップで対応する総合相談窓口「くまもと介護テクノロジー・業務

改善サポートセンター」を令和７年４月３０日に開設。

令和７年４月３０日（水）開 設 日

熊本市中央区花畑１－１ 大樹生命熊本ビル２Ｆ（介護労働安定センター熊本支部内）所 在 地

月曜日から金曜日までの午前９時から午後５時まで開所日時

委託（受託事業者：公益財団法人 介護労働安定センター 熊本支部）運営方法

支部長１名、職員４名、協力アドバイザー４名（コンサル２名、作業療法士、社会保険労務士）支援体制

介護サービス事業所（介護保険法に基づく全サービス）、養護老人ホーム、軽費老人ホーム支援対象

■センターの概要
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■取組の方向性（R7.6.19_第１回介護現場革新会議で協議）

① 介護現場における生産性向上の取組手法の普及

良質な介護サービスの維持・向上を実現するマネジメントモデルとして示されている、国の「介護サービス事業における

生産性向上に資するガイドライン」を活用した業務改善の取組手法等を、サポートセンターによる個別相談や研修会、専門

家派遣、情報発信等を通じて、介護サービス事業所等へ普及し、介護現場における生産性向上の取組の促進を図る。

② 介護テクノロジー導入の支援

熊本県介護職員勤務環境改善事業費補助金による介護テクノロジーの導入支援を継続するとともに、センターにおいて、

介護テクノロジーの展示及び試用貸出、個別相談、専門家による伴走支援等を実施することで、介護現場の課題抽出から機

器の選定・導入、さらに導入後の活用まで一連の取組を総合的に支援し、介護テクノロジーの導入・活用の効果を最大限に

引き上げ、介護現場の生産性向上を促進する。

③ 好事例の横展開と介護業界のイメージ向上

センターにおいて、介護現場における生産性向上の好事例を、ホームページやリーフレット、研修会での事例紹介等を通

じて地域の介護サービス事業所へ幅広く周知することで、生産性向上に向けての意識醸成を促し、好事例の横展開を図る。

その上で、介護の現場が働きやすい魅力的な職場であることをホームページやリーフレット等を通じて広くPRするととも

に、介護テクノロジーの展示で、介護職を目指す学生や一般の方等にこれらの機器を実際に体験してもらうことにより、介

護業界のイメージ向上に取り組み、介護人材の確保につなげる。

１（２）「介護現場の勤務環境改善支援事業」の取組状況（①ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ）
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3月2月1月12月11月10月9月8月7月6月5月4月令和7年度

① 周知・広報（通常）

●周知・広報（報道向け内覧会）

② 相談窓口・個別支援

③ 伴走支援

●
2/6

●
9/8

●
6/27

④ 研修会

⑤ 介護ロボット、ICT機器の展示、
試用貸出し

⑥ 関連情報の収集、発信

●⑦ 好事例集（パンフレット）作成

●
3/6

●
6/19

⑧ 介護現場革新会議

■センターの事業スケジュール（予定を含む）

チラシ、WEBサイト、関係団体・事業所への訪問など

・5/15 知事定例記者会見
・5/21 内覧会

随 時

支援対象の選定（6事業所）、専門家4名体制で支援

随 時

随 時

１（２）「介護現場の勤務環境改善支援事業」の取組状況（①ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ）

6



■センターの取組状況

【取組①】周知・広報

 センターの概要、相談窓口や常設展示場の案内、セミ

ナー開催の案内について、チラシを作成し、介護サー

ビス事業所等へのダイレクトメールの他、ホームペー

ジへの掲載や市町村・関係団体等へ送付

 県政広報ラジオの活用

（9月29日放送 RKKふれあいくまもと、FMK県庁ﾀﾞｲｱﾘｰ）

介護労働安定センター
熊本支部HP

各チラシ 知事定例記者会見による発表（5月15日）

 報道機関を対象としたサポートセンター内覧会を実施

（5月21日）

内覧会での
支部長インタビュー（当時）

 業界各種団体への広報（サポートセンター個別対応）

訪問 25件、郵送 57件

１（２）「介護現場の勤務環境改善支援事業」の取組状況（①ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ）

知事定例記者会見
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■センターの取組状況

【取組②】相談窓口・個別支援 ※令和８年１月末時点

● 相談件数

合計その他（行政機関等）訪問系通所系施設系

140件35件（25%）21件（15%）13件（9%）71件（51%）

（地域別）

合計天草県南県央県北熊本市

140件10件（7%）13件（9%）10件（7%）43件（31%）64件（46%）

（相談内容別）

合計補助金関係
人材確保・
経営改善

生産性向上
の手法

介護ﾃｸﾉﾛｼﾞｰの
導入・活用

140件12件（9%）1件（1%）43件（31%）84件（60%）

（サービス種別）

１（２）「介護現場の勤務環境改善支援事業」の取組状況（①ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ）
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■センターの取組状況

【取組②】相談窓口・個別支援 ※令和８年１月末時点

● 主な相談内容と対応状況

（事例①：常設展示場を活用した見守り機器の導入支援）

対応状況相談内容相談者（サービス種別）

現在の夜間の見回り体制等を聴取し（課題
の洗い出しを行い）、現状に適した見守り
機器の特徴や導入・活用による効果を説明。
相談者が興味を示した機器メーカーを案内。

夜間における定時の巡回訪室回数を減らし、
介護職員の業務負担軽減を図りたい。

社会福祉法人
（介護老人福祉施設）

成果・課題

• 常設展示場の活用により、見守りシステムに対する理解の深化や自施設に適した機器の選定に寄与。
• 今後は、見守りシステムの導入・利用定着と巡回訪室数の減少による業務負担の軽減に向けたフォローアップを実施。

１（２）「介護現場の勤務環境改善支援事業」の取組状況（①ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ）
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■センターの取組状況

【取組②】相談窓口・個別支援 ※令和８年１月末時点

● 主な相談内容と対応状況

（事例②：試用貸出を活用した移乗機器の導入支援）

対応状況相談内容相談者（サービス種別）

現在のケア体制を聴取し（課題の洗い出し
を行い）、現状に適した移乗機器の特徴や
導入・活用による効果を説明。
併せて、常設展示場で機器操作を体験。試
用貸出の希望があり、機器メーカーとの調整
を実施。

要介護度が高い利用者に対する移乗支援に
おいて、機器の導入により人的負担、身体的
負担の軽減を図りたい。

社会福祉法人
（介護老人福祉施設）

成果・課題

• ２週間の試用貸出により、自施設が抱える課題に対する機器の導入効果を実感してもらい、適した機器の選定・導入（課
題と解決方法のマッチング）に寄与。

• 今後は、導入した機器の利用定着によるケアの標準化に向けたフォローアップを実施。

１（２）「介護現場の勤務環境改善支援事業」の取組状況（①ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ）
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■センターの取組状況

【取組②】相談窓口・個別支援 ※令和８年１月末時点

● 主な相談内容と対応状況

（事例③：生産性向上委員会の運営支援）

対応状況相談内容相談者（サービス種別）

専門家による個別相談にて、現在の開催方
法や運営状況を聴取。国の「介護サービス
事業における生産性向上に資するガイドラ
イン」に沿っているか確認を行い、改善点
に対して助言。

生産性向上委員会を設置し、毎月１回開催
中。開催方法や運営が現状のままで良いか
確認したい。（開催に当たり、職員の負担
感が大きい。）

合同会社
（訪問介護）

成果・課題

• 生産性向上委員会の設置目的、運営方法に対する理解の深化により、開催頻度や議事録の作成方法等の見直しが行われた
ことで、委員会の開催に対する負担感の軽減に寄与。

• 引き続き、委員会が適正かつ継続的に実施されるよう、フォローアップを実施。

１（２）「介護現場の勤務環境改善支援事業」の取組状況（①ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ）

11



■センターの取組状況

【取組②】相談窓口・個別支援 ※令和８年１月末時点

● 主な相談内容と対応状況

（事例④：介護業務支援機器の活用による業務効率化への支援）

対応状況相談内容相談者（サービス種別）

専門家を派遣して、現在の業務手順を確認
し（課題の洗い出しを行い）、ＤＸを活用
したデータ連携・蓄積・分析など生産性向
上に資する生成AI（ChatGPT等）の特徴や
導入・活用による効果を説明。
併せて、生成ＡＩの実体験を実施。

業務効率化に向けて生成ＡＩの活用を検討し
ており、基本的な考え方や使用方法を知りた
い。

社会福祉法人
（通所介護）

成果・課題

• 実体験を交えた支援により、生成ＡＩを活用した業務効率化の手法の習得と議事録作成や申し送り資料の作成など定型業
務の効率化に向けた取組の推進に寄与。

• 今後は、職員全員が利用できるよう現場における運用ルールの整備と利用定着に向けたフォローアップを実施。

１（２）「介護現場の勤務環境改善支援事業」の取組状況（①ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ）
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■センターの取組状況

【取組②】相談窓口・個別支援 ※令和８年１月末時点

● 主な相談内容と対応状況

（事例⑤：ケアプランデータ連携システムの普及に向けた市町村との連携）

対応状況相談内容相談者（サービス種別）

常設展示場に設置している同システムデモ
機の体験を実施。
併せて、先進的に取り組んでいる市町村の
情報を提供し、情報収集を提案。

ケアプランデータ連携システムの早期導入
に向け、基礎知識を学びたい。

その他
（市町村）

成果・課題

• 実体験を通して、操作方法や導入効果などシステムへの理解度向上と、市町村間における情報交換の場の創出に寄与。
• 引き続き、先進市町村と連携し、導入を進めている（検討している）市町村への横展開などシステムの普及を推進。

１（２）「介護現場の勤務環境改善支援事業」の取組状況（①ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ）
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• センターの取組について、認知度をアップさせるための更なる周知・広報活動が必要。

• 相談内容が、介護ロボット・ICT機器の導入や業務改善、人材育成など多岐にわたることから、関係機関や専門家との連携がより一層
必要。

• 相談者の介護テクノロジーに対する知識や活用技術に差があること、また、サービス種別や事業所の規模によって課題は様々であり、
画一的な支援では十分な効果が得られにくい。

• 相談対応が、事業所における生産性向上の取組にどの程度寄与したか、効果を定量的に示すことが難しい。

• 相談内容によっては一過性のケースも多く、業務改善に向けた取組の継続状況や介護テクノロジー導入後の利用定着など、その後の
取組に対してプッシュ型によるフォローアップが必要。

• ケアプランデータ連携システムの導入促進には、メンターとなる専門家の発掘や人材育成が必要。

課

題

■センターの取組状況

【取組②】相談窓口・個別支援 ※令和８年１月末時点

● 取組から見えた成果・課題

１（２）「介護現場の勤務環境改善支援事業」の取組状況（①ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ）
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• 国のガイドライン活用と専門家との連携により、相談者が抱える課題に応じた生産性向上の取組手法を普及することができた。

• 常設展示場や試用貸出を活用した相談対応により、実体験を通じて機器への関心が高まるとともに、相談者自らが課題に適した機器
を選定して導入するなど、事業所の取組を推進することができた。

• 介護テクノロジーに関する相談だけに限らず、生産性向上委員会の運営支援をはじめとした業務改善の手法に関する相談もあり、多
岐にわたって現場の取組を支援することができた。

• ケアプランデータ連携システムの普及に関して、センターが保有する先進市町村の情報を基に“調整役”としての役割を果たし、関
係者間における「連携の輪」の構築に貢献することができた。

成

果



■センターの取組状況

【取組③】伴走支援（専門家の派遣） ※令和８年１月末時点

● 実施方法

１事業所当たり３回以上、１回当たり２時間程度の派遣支援回数

公募選定方法

サポートセンターが実施する第１回セミナー（6/27）の受講者要 件

無料費 用

● 対象事業所

所在地サービス種別施設名開設者№

熊本市通所介護、介護老人福祉施設特別養護老人ホーム パウラスホーム社会福祉法人 慈愛園1

御船町介護老人保健施設介護老人保健施設 御船清流園医療法人社団 藤岡会2

山鹿市グループホーム森の里介護センター やちよ桜医療法人社団 直心会3

山鹿市小規模多機能型居宅介護小規模多機能ホーム いつでんくるばいNPO法人 コレクティブ4

あさぎり町介護老人福祉施設特別養護老人ホーム あさぎりホーム社会福祉法人 洋香会5

あさぎり町介護老人福祉施設特別養護老人ホーム 鐘ヶ丘ホーム社会福祉法人 共成舎6

１（２）「介護現場の勤務環境改善支援事業」の取組状況（①ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ）
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■センターの取組状況

【取組③】伴走支援（専門家の派遣） ※令和８年１月末時点

● 実施状況（№1）

施設情報

【施 設 名】特別養護老人ホーム パウラスホーム
【所 在 地】熊本市中央区神水1-14-1
【種 別】通所介護、介護老人福祉施設
【職 員 数】78人

支援概要

【1回目】 8/6（WEB） キックオフ、運営状況のヒアリングによる課題の把握と共有
【2回目】 9/9（対面）各部門責任者との意見交換による個別（詳細）課題の把握、具体的な改善手法の提案
【3回目】12/1（対面）機器導入による成果目標（指標）の検討
【4回目】 1/9（対面）導入後の利用定着に向けた取組内容の検討

支援開始時の状況

• 現場職員からの要望もありインカムを導入したいが、施
設の構造上Wi-Fi環境が脆弱。整備（改修）にも多額の費
用を要するため着手困難。

• 導入済みの介護ソフトについて、利用できる職員が限定
的であることや熟度の関係から定着していない。 など

経過（一例）

• インカムの導入については、施設の構造やコストに配慮した製品・手法の紹介により、施設に適した機器を選定すること
ができ、12月に導入。一部の職員で抵抗感があったものの、導入目標（定量・定性）の共有や看護職と介護職でグループ
分けして利用（個人専用に近い形での利用に）するなど、運用方法の工夫により利用を開始。

• 今後は、イベント時における連携ツールとしての活用にも期待しており、利用定着に向けた取組も検討されている。

１（２）「介護現場の勤務環境改善支援事業」の取組状況（①ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ）
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※別途「事例集」を作成予定



■センターの取組状況

【取組③】伴走支援（専門家の派遣） ※令和８年１月末時点

● 実施状況（№2）

施設情報

【施 設 名】介護老人保健施設 御船清流園
【所 在 地】上益城郡御船町御船1062-1
【種 別】介護老人保健施設
【職 員 数】56人

支援概要

【1回目】 8/12（WEB） キックオフ、運営状況のヒアリング、現場の課題把握のためアンケート実施を提案
【2回目】 9/ 9（対面）詳細課題の把握・共有、具体的な改善手法の提案
【3回目】12/ 1（対面）機器の導入方針見直しに伴う助言、他県における業務改善事例の紹介
【4回目】 1/ 9（対面）機器導入後の効果検証及び利用定着に向けた取組への助言

支援開始時の状況

• 介護記録の作成など手書きのものが多く、業務効率化を
図りたい。

• 生産性向上委員会を6月に立ち上げ、国のガイドラインに
基づき進めているが、進捗は芳しくない。また、委員会
メンバー以外の職員への展開に苦慮。 など

経過（一例）

１（２）「介護現場の勤務環境改善支援事業」の取組状況（①ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ）
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• 介護記録ソフトの導入は、準備期間や費用面から今年度の導入を断念し、見守りカメラの導入へ方針を転換。業務の効率
化に加え、科学的介護情報システム（LIFE）やケアプランデータ連携システムへの自動連携を見据え、次年度の導入を目
指して継続検討。

• 生産性向上委員会について、プロジェクト（またはタスク）を小分けにし、実現可能な目標設定を意識することにより、
施設内の小さな課題を拾い上げ、PDCAサイクルを回すことが出来始めている。

※別途「事例集」を作成予定



■センターの取組状況

【取組③】伴走支援（専門家の派遣） ※令和８年１月末時点

● 実施状況（№3）

施設情報

【施 設 名】森の里介護センター やちよ桜
【所 在 地】山鹿市山鹿900-2
【種 別】グループホーム
【職 員 数】19人

支援概要

【1回目】 8/29（対面）キックオフ、運営状況のヒアリング（法人全体）、現場の課題把握のためアンケートを実施
【2回目】 9/13（対面）ヒアリング（事業所）により詳細課題の把握・共有、具体的な改善手法の提案、PC端末の環境整備
【3回目】12/ 5（対面）業務効率化とDX推進に向けた具体的な計画の検討

支援開始時の状況

• インカムを導入したものの、使用場面の検討が不十分で
あったため、利用が定着していない。

• LINEWORKSの導入などにより、生産性向上の取組に注力し
たい。（議事録やシフト表作成の効率化） など

経過（一例）

１（２）「介護現場の勤務環境改善支援事業」の取組状況（①ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ）
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• 伴走支援開始後の10月、法人経営者の交代があり、これまで利用していた介護システム等の変更など、生産性向上の取組
に係る基盤と方針に大きな環境変化が発生。

• 「介護システム変更による業務効率化」と「Google Workspace活用によるDX推進」をテーマとした取組計画や現場におけ
る運用ルールの検討、利用定着に向けた検討が進められている。

※別途「事例集」を作成予定



■センターの取組状況

【取組③】伴走支援（専門家の派遣） ※令和８年１月末時点

● 実施状況（№4）

施設情報

【施 設 名】小規模多機能ホーム いつでんくるばい
【所 在 地】山鹿市熊入町1093
【種 別】小規模多機能型居宅介護
【職 員 数】22人

支援概要

【1回目】 8/18（対面）キックオフ、運営状況のヒアリングによる課題の把握と共有
【2回目】 9/29（対面）業務改善の取組に向けた準備、課題の見える化と雰囲気づくり
【3回目】10/31（WEB） 業務の棚卸、介護工程・介護方法の確認と整理
【4回目】11/12（WEB） 実行計画策定に向けた事例確認や介護方法等の検討と調整
【5回目】12/ 9（対面）具体的な実行計画策定の検討と展開への助言

支援開始時の状況

• 将来の介護人材不足を考慮し、現場職員の介護に対する
意識を変えたい。（法人理念のもと介護方法をシフト
チェンジしたい（自立支援を基本とした介護者の身体的
負担軽減への転換））

• 朝夕の時間帯における業務負担を軽減したい など

経過（一例）

１（２）「介護現場の勤務環境改善支援事業」の取組状況（①ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ）
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• 介護業務のシフトチェンジ（方針転換）を行うに当たり、現状の業務工程の洗い出しや工程内で課題となる業務手順書等
の整理から始めるなど、課題解決に向けた取組に着手。

• 現場職員を対象とした勉強会により、介護業界が抱える課題認識を深めてもらうとともに、職員アンケートの結果も踏ま
え、法人理念のもと介護方法、生産性向上に向けた取組の方向性、実行計画策定の協議が進められている。

※別途「事例集」を作成予定



■センターの取組状況

【取組③】伴走支援（専門家の派遣） ※令和８年１月末時点

● 実施状況（№5）

施設情報

【施 設 名】特別養護老人ホーム あさぎりホーム
【所 在 地】球磨郡あさぎり町岡原南77-1
【種 別】介護老人福祉施設
【職 員 数】58人

支援概要

【1回目】 8/25（対面）キックオフ、運営状況のヒアリングによる課題の把握と共有
【2回目】10/ 8（対面）取組の方向性と数値目標を踏まえた具体的な行動計画策定への整理・検討
【3回目】12/ 9（対面）現場の悩みや委員会設置の意義、取組の定着、今後の実践アクションについて意見交換
【4回目】 1/12（対面）現場の声や個別課題への対応、今後の実践アクションの詳細を議論

支援開始時の状況

• 生産性向上を取り組むための委員会を設置・運営したい
が、何から始めてよいか分からない

• 介護記録システムの導入により、日誌や各種記録作成業
務の効率化を図りたい。 など

経過（一例）

１（２）「介護現場の勤務環境改善支援事業」の取組状況（①ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ）

20

• 生産性向上委員会について、令和8年4月の本格運営を目標に掲げ、現場の声を軸に施設長を中心として現場実態と経営施
策を統合しながら、取組方針や実践アクション等の議論が進められている。

• 介護記録システムの導入についても、委員会の本格運営に合わせて「業務改善記録・議事録自動化」の環境整備も進めら
れており、引き続き、具体的な機器やシステムの選定・導入、計画書の整備等を着実に進めていく予定。

※別途「事例集」を作成予定



■センターの取組状況

【取組③】伴走支援（専門家の派遣） ※令和８年１月末時点

● 実施状況（№6）

施設情報

【施 設 名】特別養護老人ホーム 鐘ヶ丘ホーム
【所 在 地】球磨郡あさぎり町上西835
【種 別】介護老人福祉施設
【職 員 数】53人

支援概要

【1回目】 8/20（対面）キックオフ、運営状況のヒアリング、現場の課題把握のためアンケート実施を提案
【2回目】10/ 8（対面）業務改善に向けた取組や執行体制、課題の見える化の手法等を整理・検討
【3回目】 1/14（対面）現場の声や個別課題への対応、今後の実践アクションの詳細を議論

支援開始時の状況

• 生産性向上や業務改善に対してどのように取り組めばよ
いか分からない。

• 生産性向上委員会を設置したい。
• 「居心地の良い職場づくり」と「ケアの質向上」が両立

する仕組みを作りたい。 など

経過（一例）

１（２）「介護現場の勤務環境改善支援事業」の取組状況（①ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ）
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• これまで、現場運営から組織全体の効率化、心理的安全性の確保など、多様な視点で議論が展開されたことから、今後の
課題や実践アクションの方針がより明確となり、チームワークの向上が積極的に図られている。

• 10月に1回目の生産性向上委員会を開催。施設長、事務長、ユニットリーダー等をメンバーに、それぞれの立場や役割に
おいて、課題抽出や改善策の実行などを協力して進めていき、3か月に1度の検証を行うなど、継続的な取組を目指して進
められている。

※別途「事例集」を作成予定



■センターの取組状況

【取組④】研修会の開催

● 開催状況

第3回第2回第1回

R8.2.6（金）13:30～15：45R7.9.8（月）14:00～16:30R7.6.27（金）14:00～16:00日 時

対面＋WEB
（熊本城ホール）

対面＋WEB
（熊本市流通情報会館）

対面＋WEB
（くまもと森都心プラザ）開 催 方 法

基調講演

伴走支援による取組事例の紹介
・見守り機器の導入と運用ルールの見直し
・リフト等機器の導入と中長期計画の策定
・「理念」や「基本方針」と手順書、マニュ
アル作成

・生産性向上委員会立ち上げの導入

第1部（講義）
・介護現場における生産性向上の具体的な取

組事例・好事例の紹介
・作業療法士目線から見る生産性向上

第2部（グループワーク）
・講義内容に係る意見交換
・各テーマごとの事業所間ディスカッション

第1部（講義）
・介護業務の効率化・生産性向上とは
・介護ロボットの効果と推進について

第2部（グループワーク）
・課題の見つけ方
・課題解消のための事業所間ディスカッション

研 修 内 容

103事業所
（対面：34事業所、WEB：69事業所）

198事業所
（対面：35事業所、WEB：163事業所）

112事業所
（対面：28事業所、WEB：84事業所）参加事業所数

147名
（対面：54名、WEB：93名）

236名
（対面：46名、WEB：190名）

131名
（対面：35名、WEB：96名）参 加 人 数

１（２）「介護現場の勤務環境改善支援事業」の取組状況（①ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ）
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■センターの取組状況

【取組④】研修会の開催

● アンケート結果（第１回）

① 研修参加のきっかけ ② 業務改善の取組状況

32%

25%

16%

19%

8%

1.介護テクノロジーの導入を検討

2.業務改善を始めたい

3.業務改善がうまくいかない

4.現場に課題が多く何とかしたい

5.その他

1%

61%

25%

13%

1.ある（うまくいった）

2.ある（現在取り組み中）

3.ある（うまくいかなかった）

4.ない（これから取り組む予定）

5.ない（未定、検討中）

１（２）「介護現場の勤務環境改善支援事業」の取組状況（①ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ）
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■センターの取組状況

【取組④】研修会の開催

● アンケート結果（第２回）

③ 満足度 ④ 理解度

33%

40%

25%
2%

1.満足 2.やや満足 3.普通

4.やや不満 5.非常に不満

46%

39%

15%

1.理解できた 2.やや理解できた

3.普通 4.やや理解できなかった

5.理解できなかった

⑤ サポートセンター個別相談の利用希望

41%

59%

1.希望する 2.希望しない

１（２）「介護現場の勤務環境改善支援事業」の取組状況（①ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ）
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■センターの取組状況

【取組④】研修会の開催

● アンケート結果（第２回）
⑥ 今後取り入れてほしいテーマ

• 生産性向上の取組について、成功事例と課題が残った事例の差やその要因分析について
• 介護ロボット使用の長所、短所、注意点について
• ケアプランデータ連携システムの導入事例について
• 生成ＡＩの活用、ペーパーレスの業務効率化の事例について
• 介護記録ソフト導入による業務改善事例について
• 訪問介護、通所リハビリでのICT導入を踏まえた業務改善事例について

● 取組から見えた成果・課題

１（２）「介護現場の勤務環境改善支援事業」の取組状況（①ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ）

• 参加者の約６割が、 サポートセンターによる個別相談の利用を希望しないと回答しており、要因分析が必要。

• 参加者の取組に対する意識や知識等に個人差が見受けられることから、幅広い層に対応するためには、研修内容を「導入編」や「発
展編」など段階的に設定して実施するなどの工夫が必要。

課

題

• 参加者の約６割が、既に業務改善に向けて取り組んでいる中で受講しており、具体的な取組の手法や好事例の情報を求めに来ている
ことがうかがえる。

• 研修の満足度が73％、理解度が85％と、共に一定の評価は得られた。

• 事例発表については、「導入事例の紹介、取り組み方等の発表で分かり易かった」など、好評であった。

• グループワークについては、「他事業所の状況などを知る良い機会になった」、「取組が進んでいない他施設や他職種の方との意見
交換はとても有意義であった」など、情報収集・共有ができたことが好評であった。

• 22法人、10個人は、複数回の研修会に参加しており、意欲の高さがうかがえる。

成

果
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■センターの取組状況

【取組⑤】介護ロボット・ICT機器の展示、試用貸出

● 常設展示場の概要（主な展示機器）

（移乗支援） （移動支援） （排泄支援） （介護業務支援）

（見守り・コミュニケーション） （入浴支援）（その他業務支援）

※令和８年１月末時点

１（２）「介護現場の勤務環境改善支援事業」の取組状況（①ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ）
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■センターの取組状況

【取組⑤】介護ロボット・ICT機器の展示、試用貸出

● 常設展示場の利用状況

合計その他（行政機関等）訪問系通所系施設系

48事業所
（179人）

20事業所
（115人）

7事業所
（20人）

3事業所
（5人）

18事業所
（39人）

（地域別）

合計天草県南県央県北熊本市

48事業所
（179人）

1事業所
（3人）

5事業所
（7人）

3事業所
（7人）

6事業所
（16人）

33事業所
（146人）

（サービス別）

合計
その他

業務支援
介護業務
支援

見守り・
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

排泄支援入浴支援移動支援移乗支援

48事業所
（179人）

9事業所
（76人）

14事業所
（28人）

11事業所
（18人）

-
4事業所
（11人）

-
10事業所
（46人）

（分野別）

※令和８年１月末時点

１（２）「介護現場の勤務環境改善支援事業」の取組状況（①ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ）
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■センターの取組状況

【取組⑤】介護ロボット・ICT機器の展示、試用貸出

● 試用貸出の実績

合計訪問系通所系施設系

27事業所3事業所1事業所23事業所

（地域別）

合計天草県南県央県北熊本市

27事業所-3事業所4事業所8事業所12事業所

（サービス別）

合計
その他

業務支援
介護業務
支援

見守り・
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

排泄支援入浴支援移動支援移乗支援

27事業所--4事業所-2事業所-21事業所

（分野別）

※令和８年１月末時点

１（２）「介護現場の勤務環境改善支援事業」の取組状況（①ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ）
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■センターの取組状況

【取組⑤】介護ロボット・ICT機器の展示、試用貸出

● 試用貸出から導入に繋がった件数

合計訪問系通所系施設系

27事業所3事業所1事業所23事業所

（サービス別）

合計
その他

業務支援
介護業務
支援

見守り
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

排泄支援入浴支援移動支援移乗支援

27事業所--4事業所-2事業所-21事業所

（分野別）

※令和８年１月末時点

1事業所--1事業所

貸出

導入

貸出

導入 1事業所------1事業所

１（２）「介護現場の勤務環境改善支援事業」の取組状況（①ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ）
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■センターの取組状況

【取組⑤】介護ロボット・ICT機器の展示、試用貸出

● 試用貸出後のアンケート結果

※令和８年１月末時点

１（２）「介護現場の勤務環境改善支援事業」の取組状況（①ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ）

30

① 介護ロボットを使用した効果

5% 5%

20%

5%

40%

25%

1.利用者に対するサービスの質が向上

2.利用者の自立支援に繋がった

3.利用者の安全性向上に繋がった

4.業務やサービスが効率化

5.介護職員の負担軽減に繋がった

6.その他

② 介護ロボット導入の意向

19%

6%

44%

31%

1.ぜひ導入を検討したい

2.今後導入を検討してみてもよい

3.他の介護ロボットを試してみたい

4.導入は難しい

③ 介護ロボットの導入が困難な理由

51%

8%
8%

17%

8%

8%

1.想定していた効果が得られなかった

2.利用者や施設の環境に合わなかった

3.他により適切な製品がある

4.製品を使いこなすことが難しかった

5.価格が効果に見合わない

6.安全面に不安がある

7.その他



■センターの取組状況

【取組⑤】介護ロボット・ICT機器の展示、試用貸出 ※令和８年１月末時点

● 取組から見えた成果・課題

１（２）「介護現場の勤務環境改善支援事業」の取組状況（①ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ）

【常設展示場】

• 事業所のニーズを把握し、定期的な展示機器の見直しが必要。

• 広さの関係上、展示可能な機器の数に限りがある。

• 遠方の事業所が気軽に利用ができない。

【試用貸出】

• 貸出件数、導入件数が少ないため、更なる周知・広報活動が必要。

• 「想定した効果が得られなかった」、「使いこなすことが難しかった」との意見があることから、その原因が、職員の技術的なもの
か、課題の洗い出しが不十分であったか、など分析を行い、専門家による個別相談や伴走支援、研修会の実施等によるフォローアッ
プが必要。

課

題

【常設展示場】

• 常設により、相談対応からそのままの流れで介護ロボット・ICT機器に触れることで、効率的にその機能や長所・短所等に対する理解
を得る（深める）ことができ、相談者自らが課題を整理する場となり、さらには、試用貸出への発展や導入検討の一助となった。

• ケアプランデータ連携システムのデモ機を追加設置したことで、市町村（保険者）における取組の推進にも寄与できた。

【試用貸出】

• 一定期間、機器を利用してもらうことで、現場が抱える課題に対する効果を実感してもらい、適した機器の選定・導入に繋げること
ができた。

成

果
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■センターの取組状況

【取組⑥】関連情報の収集・発信

● 情報収集

※令和８年１月末時点

 九州各県ブロック担当者連絡会議（令和７年10月14日 福岡県）
→ 厚生労働省の中央管理事業にて実施されたアンケート結果（ワンストップ窓口の設置・運営状況、KPI策定状況など）の共有等

 九州介護イノベーション推進会議（令和７年12月14日 鹿児島県）
→ 介護生産性向上に取り組む上での課題・解決策の意見交換等 など

 伴走支援を活かした成功事例セミナー（令和７年10月24日 オンライン）
→ 他自治体における伴走支援対象事業所の取組事例の紹介等

 第１回介護現場における生産性向上の伴走支援を行う企業等向けオンラインセミナー（令和７年10月１日 オンライン）
→ 国の政策動向、生産性向上の意義・取組手順の概要、伴走支援の考え方と支援事例の紹介

 ワンストップ窓口・PF窓口向け勉強会（令和７年10月16日、令和７年11月20日 オンライン）
→ ワンストップ窓口の運営状況、事業譲渡を受けた事業所による介護テクノロジーの活用・経営改善事例等

● 情報発信

１（２）「介護現場の勤務環境改善支援事業」の取組状況（①ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ）
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 熊本県内市町村及び介護等団体（令和７年７月26日 郵送）

 阿蘇在宅医療システム研究会総会（令和７年７月26日 阿蘇市）

 熊本労働局及びハローワークへ広報及び依頼（令和７年８月 熊本県内）

 熊本労働局及びハローワーク職員見学・体験ツアー（令和７年11月25日 センター内）

 大津町福祉介護DX展示会（令和７年12月17日 大津町）

 介護労働懇談会・熊本県介護施設SAFE会議（令和７年12月26日 熊本市）

 熊本市介護人材確保に関する懇談会（令和７年12月26日 熊本市） など



② 介護テクノロジーの導入支援

介護職員の身体的・心理的負担の軽減や、介護現場の業務効率化を図るため、介護サービス事業所

等が行う介護テクノロジー（ロボットやICT機器）の導入に要する経費を助成し、働きやすい職場環

境の整備を推進。

■R7年度補助事業の概要

１（２）「介護現場の勤務環境改善支援事業」の取組状況（②導入補助）

補助上限額補助率対象経費メニュー

移乗・入浴支援等は100万円、介護ソフトは
契約方法・職員数に応じて100万円～250万
円、上記以外は30万円（※1機器あたり）

3/4

「介護テクノロジー利用の重点分
野」に該当する機器等

介護テクノロジー等の導入

1,000万円（※1事業所あたり）

「介護業務支援」に該当するテク
ノロジーと、そのテクノロジーと
連動することで効果が高まると判
断できるテクノロジーを導入する
場合に必要な経費

介護テクノロジーのパッケー
ジ型導入

45万円（※1事業所あたり）
コンサルティング会社等による業
務改善支援に係る経費

導入と一体的に行う業務改善
支援
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■交付状況

１（２）「介護現場の勤務環境改善支援事業」の取組状況（②導入補助）

R7年度（※交付決定時点）R6年度

金額事業所数金額事業所数

124,62460

72,70332介護ロボット等

34,79038ICT機器

53,839
9

232,45644パッケージ型

1,575（再掲）4858（再掲）2業務改善支援

180,03869340,807114合 計

（単位：千円）
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■センターの取組方針に係る検討状況

【方針①】介護現場における生産性向上の取組手法の普及

１（３）次年度に向けた取組の検討状況

良質な介護サービスの維持・向上を実現するマネジメントモデルとして示されている、国の「介護サービス事業にお

ける生産性向上に資するガイドライン」を活用した業務改善の取組手法等を、サポートセンターによる個別相談や研修

会、専門家派遣、情報発信等を通じて、介護サービス事業所等へ普及し、介護現場における生産性向上の取組の促進を

図る。

【検討内容】

 介護現場が抱える課題は、サービス種別や施設規模などにより様々であることを念頭に、標準化され
た手法を周知するだけではなく、小規模事業所向けの簡易版手法を用意するなど、個々の状況に応じ
てカスタマイズされた支援が必要ではないか。

 「生産性向上に向けた取組」というキーワードから難しく捉えてしまい、実行計画の検討段階で挫折
したり介護テクノロジー“導入ありき”とならないように、負担が少ない改善から着手することの重
要性や小さな成功体験の積み重ねが、現場のモチベーション維持につながるという意識の醸成に向け
た取組が必要ではないか。

 個別相談や伴走支援実施後における取組状況の確認や継続支援の必要性の把握など、待ち受け対応だ
けではなくプッシュ型によるフォローアップが必要ではないか。
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■センターの取組方針に係る検討状況

【方針②】介護テクノロジー導入の支援

１（３）次年度に向けた取組の検討状況

熊本県介護職員勤務環境改善事業費補助金による介護テクノロジーの導入支援を継続するとともに、センターにおい

て、介護テクノロジーの展示及び試用貸出、個別相談、専門家による伴走支援等を実施することで、介護現場の課題抽

出から機器の選定・導入、さらに導入後の活用まで一連の取組を総合的に支援し、介護テクノロジーの導入・活用の効

果を最大限に引き上げ、介護現場の生産性向上を促進する。

【検討内容】

 機器を導入したものの職場環境改善につながらなかったという事例が生じないよう、導入前における
十分なアセスメントの実施とその重要性に対する理解の醸成に向けた取組が必要ではないか。

 機器導入後における活用状況を把握するなど、待ち受け対応だけではなくプッシュ型のフォローアッ
プによる定着への支援が必要ではないか。

 機器に関するマニュアルや動画教材などの活用による“いつでも復習できる環境”の整備を行うなど、
事業所内で主導できる専門的人材の育成に着目した取組が必要ではないか。

 常設展示場の利用が困難な遠方の事業所にも、機器の使用場面を具体的にイメージしてもらえるよう、
オンラインや動画を活用したデモコンテンツ（オンライン展示場）の整備など、常設展示場の機能充
実が必要ではないか。 36



■センターの取組方針に係る検討状況

【方針③】好事例の横展開と介護業界のイメージ向上

１（３）次年度に向けた取組の検討状況

センターにおいて、介護現場における生産性向上の好事例を、ホームページやリーフレット、研修会での事例紹介等

を通じて地域の介護サービス事業所へ幅広く周知することで、生産性向上に向けての意識醸成を促し、好事例の横展開

を図る。その上で、介護の現場が働きやすい魅力的な職場であることをホームページやリーフレット等を通じて広くPR

するとともに、介護テクノロジーの展示で、介護職を目指す学生や一般の方等にこれらの機器を実際に体験してもらう

ことにより、介護業界のイメージ向上に取り組み、介護人材の確保につなげる。

【検討内容】

 好事例の横展開をより効果的に行うためには、先進的な取組を進めている「モデル事業所」（＝地域
における伴走支援者）と連携して、現場見学や勉強会の開催など他事業所が直接学べる機会を提供す
るための取組も必要ではないか。

 また、蓄積していく事例は、容易に検索や参照できるよう事業所規模や取組分野ごとに分類のうえ
データベース化して共有する取組が必要ではないか。

 介護業界のPR効果をより一層高めるためには、Instagram「ウェルカム！くまもと介護の扉」をはじめ
とする様々な広報媒体とも連携した取組が必要ではないか。
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２ 次年度における本県の取組（案）
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○事業内容：
（１）介護生産性向上推進総合事業 20百万円

①介護生産向上総合相談センターの設置・運営

介護サービス事業所の生産性向上や人材確保等の取組をワンストップで支援するための相談
窓口を設置し、相談対応、有識者の派遣、介護ロボット等の展示・試用貸出等を行う。

②介護現場革新会議の開催

県内の福祉、雇用等の関係者からなる介護現場革新会議を開催し、介護現場の生産性向上

や人材確保に関する本県の対応方針、センターの運営方針等についての協議を行う。

（２）介護職員勤務環境改善支援事業 2億13百万円
介護職員の勤務環境改善に積極的な介護サービス事業所における介護ロボット・ICT機器の

導入に対して補助を行う。

○事業主体：県
○財 源：地域医療介護総合確保基金
○負担割合：（2）国・県 4/5、事業者 1/5
○事業期間：令和7年度～

＜現状・課題＞

○ 介護ニーズの増加が見込まれる中、本県の令和22年度における介護人材の需給推計では、9,554人の需給ギャップが生じる見込みであり、

質の高い介護サービスを維持していくためには、介護現場の業務改善や効率化による生産性向上に向けた取組により、介護職員が働きや

すい職場環境を整備し、介護人材の確保・定着を促進することが必要である。

○ 介護サービス事業所の業務改善や効率化の取組等をワンストップで支援するための相談窓口による取組と、介護ロボット・ICTの導入に

係る経費の助成を一体的に実施することで、介護現場の職場環境改善と人材確保・定着を促進し、介護サービスの質の向上に繋げる。

介護現場の勤務環境改善支援事業
【健康で長寿な社会の実現】

予算額2億33百万円（－）
[高齢者支援課]

＜事業概要＞

＜イメージ図＞

○本県の高齢者人口は約55万人、高齢化率

は32.6％(R6.10時点)で、県民の約3人に1

人が高齢者という状況。今後も高齢化率

の上昇は続くと予測され、介護ニーズの

増加が見込まれる。

○一方で、生産年齢人口の減少等により、

介護人材の確保は難しくなっており、本

県の令和22年度における介護人材の需給

推計では、9,554人の需給ギャップが生じ

る見込みである。

○介護分野の人的制約が強まる中、質の高

いサービスを維持していくためには、介

護ロボット等のテクノロジーを活用し、

業務改善や効率化等を進めることにより、

職員の負担軽減を図るとともに、これら

の取組により生み出した時間を直接的な

介護ケアの業務に充て、介護サービスの

質の向上に繋げていくことが重要である。

○また、こうした取組を通じて介護職及び

職場の魅力や働きがいの向上により、介

護人材の確保・定着を図ることが必要で

ある。

介護現場
革新会議

対応方針、センター

運営方針等の協議

介護サービス事業所等 介護職員
勤務環境改善

支援事業

介護ロボット・ICTの

導入補助くまもと介護テクノロジー・
業務改善サポートセンター

他の機関
との連携

研修 有識者派遣相談

試用貸出 機器展示

支援・情報提供相談

連携 開催支援

方針提示

補助

ハローワーク

など

事業所の
好事例
横展開

熊本県
よろず支援拠点

熊本県福祉人材・

研修センター

県
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○ 全体事業費：34百万円のうち、3百万円
○ 事業内容：

福祉人材・研修センターの従来の正規雇用希望者の就業支援に加え、関係団体との
連携等によりスポットワークとの親和性がある学生や元気な高齢者、障がい者等に介
護補助業務のPRを強化するとともに、従事希望者と事業所とのマッチングを行う。
※事業所における業務切り分けは、くまもと介護テクノロジー・業務改善サポートセ
ンターによる業務改善支援を通じて後押し。

○ 事業主体：県（県社会福祉協議会へ委託）
○ 財 源：地域医療介護総合確保基金
○ 事業期間：令和8年度～

＜現状・課題＞

○ 本県の令和22年度における介護人材の需給推計では、9,554人の需給ギャップが生じる見込みであり、高齢化率の上昇、生産年齢人

口の減少が加速する中、多様な介護人材の確保に取組む必要がある。介護業界では、有資格者が行う介護業務と無資格・短時間でも従

事可能な介護補助業務の切り分けにより、多様な人材が働きやすい職場づくり《ダイバーシティマネジメント》を推進しているところ。

○ 福祉人材・研修センターにおいて、従来の正規雇用希望者の就業支援に加え、関係機関との連携により介護補助業務のPRを強化する

とともに、従事希望者と事業所とのマッチングを行う。

福祉人材緊急確保事業（介護分野におけるダイバーシティマネジメントの推進）
【健康で長寿な社会の実現】

予算額34百万円（－）
[高齢者支援課]

＜事業概要＞

＜イメージ図＞

○ 高齢化による介護ニーズの増加、生産年齢

人口の減少等により、介護人材の確保は難

しくなっており、本県の令和22年度におけ

る介護人材の需給推計では、9,554人の需給

ギャップが生じる見込みである。

○ 介護業界では、有資格者が行う介護業務と

無資格・短時間でも就労可能な介護補助業務

（皿洗い、清掃等）に切り分け、負担軽減や

多様な人材が働きやすい職場づくり《ダイ

バーシティマネジメント》を推進しているが、

取組みが広がっていない。

○ 短時間での労働やボランティア活動など、

社会参加・貢献意欲がある層に介護補助業務

の存在や情報等が知られておらず、募集して

も、継続的・安定的に従事者を確保できない。

県

委託

相談
参加

支援

マ
ッ
チ
ン
グ

くまもと介護ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ
・業務改善ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ

○研修会(業務切り分け等)

○専門家による伴走支援

○個別相談 等

介護施設等

ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨ
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

介護補助業務
【無資格・短時間】

介護業務
【有資格者】

ﾗｲﾌｽﾀｲﾙに応じた就労

介護に専念・ｻｰﾋﾞｽ質向上

福祉人材緊急確保事業

就職希望者、
潜在有資格者（正規雇用）

○出前講座・職場体験

〇魅力発信ｾﾐﾅｰ

〇合同面談会

〇修学資金貸付案内 等

学生等

高齢者

介護補助業務に関するPRを強化

○ﾒﾃﾞｨｱ等による周知

〇関係組織とも連携

・専修学校各種学校連合会 等

・くまもとさわやか長寿財団

・熊本県老人ｸﾗﾌﾞ連合会

障がい者
・熊本県社会就労ｾﾝﾀｰ協議会

・熊本障害者職業ｾﾝﾀｰ(ﾊﾛｰﾜｰｸ内)

ｽﾎﾟｯﾄﾜｰｸとの
親和性がある層

＜好事例の横展開＞
・介護現場革新会議
・介護の魅力発信事業

委託

求人情報の集約

福祉人材・研修センター

組替
新規

令和8年度
当初予算案
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令和22年度の
需給ギャップ

9,554人



３ 参考（国の施策動向）
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